
努め、高 誰もが住みなれた地域で自分らしく安心して生活していくために、認知症、知的障害、精神障害などの理由
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 で判断能力が十分ではない状態になった場合でも、その人の権利が守られ、意思を尊重した支援を受けるこ
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。 とができるよう、権利擁護の仕組みの一つである成年後見制度の利用促進を図る。
成年後見制度の利用の促進に関する法律第14条に基づき策定した「成年後見制度利用促進基本計画」に基づ 成年後見制度の普及及び利用促進に関して、社会福祉協議会の「あびこ後見支援センター」、高齢者支援課
き、社会福祉協議会の「あびこ後見支援センター」、高齢者支援課、障害福祉支援課、市民団体等と連携し 、障害福祉支援課、市民団体等と検討すると共に、関係機関との連携強化を図りながら、制度利用に関する
、成年後見制度の普及および利用促進を図る。生活相談担当窓口における相談者の中で、成年後見制度の利 当該年度 相談や普及・啓発活動を実施するとともに体制整備について検討する。
用が必要と考えられる場合においては、担当課と連携し、適切な制度利用につなげる。 執行計画 生活相談において、市要綱に該当する成年後見制度を利用すべき人が発見された場合、担当課と連携し、適

(3)事業内容 内　　容 【政策】 切な制度利用につなげる。
今後、高齢化が進み、認知症となる高齢者の増加や障害のある方の重度化・重複化等により、制度利用者の 市民後見人養成講座を実施し、市民後見人の育成を図る。
更なる増加が予想される。専門職の後見人では賄えなくなることが想定されており、それに代わる担い手と 市民後見人養成講座受講者数 想定値 5当該年度
して市民後見人の育成が望まれている。講座を実施し、市民後見人の育成を図る。 単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関と連携し、制度利用に関する相談や普及・啓発活動を実施するとともに体制整備について検討する。 直接 市民後見人養成講座の受講者数 人 0 5
市民後見人養成講座を実施し、市民後見人の育成を図る。

令和 3年度 関係機関と連携し、制度利用に関する相談や普及・啓発活動を実施するとともに体制整備について検討する。 直接 後見候補者としての登録数 人 5
市民後見人養成講座を実施し、市民後見人の育成を図る。

令和 4年度 関係機関と連携し、制度利用に関する相談や普及・啓発活動を実施するとともに中核機関を設置する。 直接 後見候補者としての登録数 人 5
市民後見人養成講座を実施し、市民後見人の育成を図る。
・普及啓発活動を行うとともに、所管課（高齢者支援課、障害福祉支援課、社会福祉課）及び関係団体、医療機関が連携し、成

(7)事業実施上の課題と対応 年後見制度の利用促進を図るための体制整備等について検討する。 代替案検討 ○有 ●無
・関係課及び団体等と連携し、市民後見人養成講座の実施を通して、市民後見人の育成を図る。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活相談担当と関係機関との連携強化 0 生活相談担当と関係機関との連携強化 0 生活相談担当と関係機関との連携強化 0 生活相談担当と関係機関との連携強化 0
成年後見制度連絡会議旅費 3 成年後見制度連絡会議旅費 3 成年後見制度連絡会議旅費 3 成年後見制度連絡会議旅費 3

＊ 市民後見推進事業業務委託 959

歳入 ＊ 【政策】 ＊ 【政策】 ＊ 【政策】
千葉県市民後見推進事業補助金 ＊ 市民後見推進事業業務委託 770 ＊ 市民後見推進事業業務委託 500 ＊ 市民後見推進事業業務委託 959
委託料×3／4

実施内容 歳入 歳入 歳入
千葉県市民後見推進事業補助金 千葉県市民後見推進事業補助金 千葉県市民後見推進事業補助金

(8)施行事項
費　　用 委託料×3／4 委託料×3／4 委託料×3／4

予算(決算)額 合　　計 962 合　　計 773 合　　計 503 合　　計 962
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 75 ％ 718 補助率 75 ％ 577 補助率 75 ％ 375 補助率 75 ％ 719
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 244 196 128 243

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.11 0.11 0.11 0.11
正職員人件費 968 957 957 957

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,930 1,730 1,460 1,919
(11)単位費用

128.67千円／人 346千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

今後高齢化が進み、認知症となる高齢者の増加や障害のある方の重度化・重複化等により、制度利用者の更なる増加が予 ○①事前確認での想定どおり
想される。成年後見制度の利用の促進に関する法律第14条で、市は成年後見制度利用促進に必要な措置を講ずるよう努め ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ るものとされている。成年後見制度に関する相談体制の整備や普及啓発活動を通した制度の認知度向上を以て、市民が適 ○要
   背景は？(事業の必要性) 切かつ円滑に制度を利用できる環境づくりを行う必要がある。また、後見人の担い手不足も予想されることから、新たな ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

担い手となる市民後見人の育成を行う必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業実施にあたっては後見活動を行う市民団体等と情報共有 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 及び協議を行っている。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 5 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,730 200
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

10.36

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.29

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 357 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 権利擁護体制の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 成年後見制度利用の支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.11 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,730 千円 (うち人件費 957 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 介護保険事業計画、障害者プラ

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の充実に



る人に対し必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともにそ
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 の自立を助長する。また、働くことができる人に対しては、就職活動の支援を行う。
展開方向

・生活に困窮している市民あるいは市内に現在地を有する人から相談を受け付け、保護の申請に基づき、生 ・相談（主訴・ニーズの把握、生活保護申請の意思確認）➡申請受理➡ミーンズテスト（生活状況の把握、
活の状況、収入、扶養義務者の状況、稼働能力等を把握し、他法施策を検討の上、保護の要否を決定し、必 資産・扶養義務者・病状調査等）➡保護開始（生活保護基準に沿った最低生活基準決定・援助方針の樹立）
要な援助を金銭もしくは現物により給付する。併せて被保護世帯の問題を整理した上で援助方針を立て、自 当該年度 ➡訪問調査活動・自立支援（指導指示、自立支援、生活状況把握）➡自立による保護の停止・廃止
立に向けたケースワークを行っている。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・就労支援員を１名増員し、松戸公共職業安定所との協定に基づく就労支援を強化していく。（生活保護受
給者等自立促進事業）個々の能力や特性、ニーズに合わせた就労支援を行うことを目指し、就労支援プログ
ラムを継続して実施する。 生活保護を利用している世帯数 想定値 1,050当該年度

単位 世帯
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活に困窮する世帯の最低限度の生活保障と、経済的・社会的・精神的自立の達成 直接 就労支援プログラム参加者のうち就職決定件数 人 29 35
生活困窮者を含むすべての人の生きる権利を保障する

令和 3年度 生活に困窮する世帯の最低限度の生活保障と、経済的・社会的・精神的自立の達成 直接 就労支援プログラム参加者のうち就職決定件数 人 40
生活困窮者を含むすべての人の生きる権利を保障する

令和 4年度 生活に困窮する世帯の最低限度の生活保障と、経済的・社会的・精神的自立の達成 直接 就労支援プログラム参加者のうち就職決定件数 人 25
生活困窮者を含むすべての人の生きる権利を保障する
生活保護の利用者は、社会経験の不足や精神障害、発達障害、さまざまな環境要因による困難を抱えている。多様な働き方や社

(7)事業実施上の課題と対応 会参加のかたちを模索し、環境とのマッチングを行うような支援に切り替えていく必要がある。稼働能力がありながら就職活動 代替案検討 ○有 ●無
を行っていない被保護者が多くいるため、就労支援員の増員が必要。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活保護事業（３/４補助） 生活保護事業（３/４補助） 生活保護事業（３/４補助） 生活保護事業（３/４補助）
嘱託職員報酬（２号・１人） 2,167 パートタイム会計年度任用職員報報酬 2,009 パートタイム会計年度任用職員報報酬 2,012 パートタイム会計年度任用職員報報酬 2,015
共済費 348 就労支援員１人 就労支援員１人 就労支援員１人
費用弁償費 160 期末手当 142 期末手当 143 期末手当 144

共済費 345 共済費 350 共済費 355
費用弁償費 156 費用弁償費 156 費用弁償費 156

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,675 合　　計 2,652 合　　計 2,661 合　　計 2,670
国庫支出金 補助率 75 ％ 2,025 補助率 75 ％ 3,612 補助率 75 ％ 3,615 補助率 0 ％ 3,625
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 650 △960 △954 △955

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 11.9 11.7 11.7 11.7
正職員人件費 104,720 101,790 101,790 101,790

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 2,652 2,661 2,671
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 107,395 104,442 104,451 104,460
(11)単位費用

102.28千円／世帯 99.47千円／世帯
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

この事業は、日本国憲法第２５条に規定されている生存権の理念に基づき、困窮の程度に応じ必要な保護を行い、最低限 ○①事前確認での想定どおり
度の生活を保障すると共に、自立を助長することを目的としている。自立支援としては、就労支援員による就職活動の支 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 援を実施している。生活保護が必要な人には保護を利用してもらえるよう、生活保護制度を正しく理解してもらうこで、 ○要
   背景は？(事業の必要性) 生活保護制度の利用に対する抵抗感をなくしていく取組みが必要である。高齢世帯は年々増加しており、糖尿病等の慢性 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

疾患や精神疾患の割合が高く、療養期間が長期化するなど、医療扶助の高騰が課題となっている。健康管理支援等を推進
し、健康寿命を延ばし、医療扶助の削減に努める必要がある。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 就労支援においては、中間的就労の場の確保も含め、ハロー ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ワークや市内外の企業、市民団体等と連携しながら進めてい ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り る。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 各職員にエコプロジェクトの推進を周知し、環境負荷低減実 ○①想定どおり
□②生き物と共存している 施に向け意識付けを図っている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
29 35 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 104,442 2,953
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

2.75

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.03

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 362 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 生活保護事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 生活保護事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 14 人 (換算人数 11.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 104,442 千円 (うち人件費 101,790 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 生活保護法に基づき生活に困窮してい



るとともに、緊急時には被害者の安全を確保する。また、庁内関係各課や弁護士等さ
施策目的・

(2)目的 ル・ハラスメントを許さない環境づくり、災害時における女性への配慮、男女平等教育などのさまざまな取 事業目的 まざまな機関と連携しながら、相談から、緊急避難、生活再建までワンストップで支援を行う総合的なソー
展開方向

り組みを進めます。 シャルワークを展開するとともに被害者の個人情報保護に努める。
・婦人保護事業に基づく事業を実施する ・祝祭日を除く月曜から金曜日まで、電話又は来庁者に対して、相談と情報の提供等を行い支援する。
・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（DV防止法）に基づく被害者の相談業務 ・相談は、女性・男性に関わらず幅広く受け付ける。
・DV被害者の保護を図るために、一時保護施設を運営する機関と協力する 当該年度 令和２年１０月を目標に配偶者暴力相談支援センターを設置する。
・離婚、親権、養育費、財産分与等に関する相談支援を行うため弁護士と連携する 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・加害者から離れ、避難するDV被害者の生活再建に向けたソーシャルワークを行う
・被害者の個人情報漏洩を防止するための措置を図る
・性暴力被害者に対する相談支援を行う ＤＶに関する相談対応件数 想定値 600当該年度
・配偶者暴力相談支援センターの運営を行う 単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 女性だけではなく男性からの相談も受ける。 直接 ＤＶに関する相談対応件数 ％ 100 600
配偶者暴力相談支援センターを設置する。

令和 3年度 女性だけでなく男性からの相談も受ける。 直接 ＤＶに関する相談対応件数 ％ 650
配偶者暴力相談支援センターを中心とした総合的なバイオレンス対策の仕組みを検討する。

令和 4年度 女性だけではなく男性からの相談も受ける。 直接 ＤＶに関する相談対応件数 ％ 700
配偶者暴力相談支援センターを中心とした総合的なバイオレンス対策を実施できる体制を整備する。
DV被害者は、自ら相談機関に繋がりづらい傾向がある。相談機関の存在を周知し、多くの被害者が相談支援につながり、相談ま

(7)事業実施上の課題と対応 ら自立までをワンストップで支援を実施するためには、配偶者暴力相談支援センターの設置が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報償費（２号嘱託・１人分） 1,763 ＊ パートタイム会計年度任用職員報酬 1,552 パートタイム会計年度任用職員報酬 1,570 パートタイム会計年度任用職員報酬 1,585
共済費 290 （１人・婦人相談員） （１人・婦人相談員） （１人・婦人相談員）
費用弁償費 76 ＊ 共済費 300 共済費 301 共済費 302

＊ 費用弁償費 85 費用弁償費 85 費用弁償費 85
＊ 期末手当 108 期末手当 110 期末手当 112

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,129 合　　計 2,045 合　　計 2,066 合　　計 2,084
国庫支出金 補助率 50 ％ 895 補助率 50 ％ 895 補助率 50 ％ 895 補助率 50 ％ 895
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,234 1,150 1,171 1,189

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 5,280 2,610 2,610 2,610

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,053 2,045 2,056 2,067
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,409 4,655 4,676 4,694
(11)単位費用

74.09千円／％ 7.76千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（DV防止法）に基づくDV等被害者の相談と支援をすることにより ○①事前確認での想定どおり
、誰もが安心・安全に暮らすことができる、人権が尊重される社会づくりを推進する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、婦人補助事業に基づき、被害者に対する相談及び緊急保護を行う。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 令和２年１０月を目途に配偶者暴力相談支援センターを設置する。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 子ども食堂や子どもの学習支援事業、フードバンクなどと連 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 携しながら、ＤＶ避難者の自立支援を行っている。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている フードバンクを利用するなど、食品ロス軽減に寄与している ○①想定どおり
□②生き物と共存している 。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 600 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,655 2,754
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

37.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 12.89

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1400 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 福祉相談 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 DV相談 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,655 千円 (うち人件費 2,610 千円）⑦事業費
総事業費 2,264 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 42002 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第４次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

男女がお互いの人権を尊重し合う社会となるよう、男女間の暴力による被害者への支援や、暴力やセクシャ DV被害者の相談に応じ



定する理念を具体化するため、生活保護法に基づき、困窮する市民あるいは市内に現在地を
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 有する人が、その困窮の程度に応じて必要な保護を受け、健康で文化的な最低限度の生活を保障されるとと
展開方向

もに、その自立を助長します。
・生活保護法で定める要件を満たす生活に困窮する世帯に対し、生活保護費（生活扶助、住宅扶助、教育扶 ・毎月１回（月初め）生活保護費の定例支給を行う。
助、介護扶助、医療扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助、保護施設事務費）を支給する。 ・必要に応じ月１、２回（１０日前後、２０日前後）生活保護費の追加支給を行う。
・保護の方法として、金銭支給のほかに物品の給付、役務の提供等を行う。 当該年度 ・毎月１０日前後に、被保護者が利用した医療・介護サービスに対する費用の支払いを行う。（医療扶助費
・稼働能力のある被保護者に対し、就労支援員による就労支援を行い、自立の助長を図る。 執行計画 、介護扶助費）

(3)事業内容 内　　容 ・健康状態不明者に対する病状把握と重症化予防のため、検診を促すなど、健康管理支援を行う。 ・毎月２５日前後に、医療機関等及び介護機関等に対し被保護者の医療券、介護券を発送する。
 ※令和３年１月から被保護者健康管理支援事業を行う。

生活保護被保護世帯数 想定値 1,500当該年度
単位 世帯

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活保護費の適正な支給 直接 生活保護費支給率（実際支給した世帯／支給すべき世帯） ％ 100 100

令和 3年度 生活保護費の適正な支給 直接 生活保護費支給率（実際支給した世帯／支給すべき世帯） ％ 100

令和 4年度 生活保護費の適正な支給 直接 生活保護費支給率（実際支給した世帯／支給すべき世帯） ％ 100

生活保護被保護世帯数が増加し続けるなか、、生活保護費支給総額も増額の傾向にある。事務運営を効率敵に遂行し、生活保護
(7)事業実施上の課題と対応 法に基づいた適正な支給を行う。また医療扶助においては、レセプトシステムを活用し、ジェネリック医薬品の促進等を進める 代替案検討 ○有 ●無

。生活困窮者自立相談支援担当と連携して、稼働能力のある被保護者の就労支援を継続して行い、自立の助長を図る。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活保護扶助費 2,461,037 生活保護扶助費 2,659,881 生活保護扶助費 3,127,000 生活保護扶助費 3,460,230
嘱託職員報酬等（嘱託職員1名） 2,322
生活保護臨時職員賃金等 2,006 生活保護医療審査嘱託医報酬 528 生活保護医療審査嘱託医報酬 528 生活保護医療審査嘱託医報酬 528
生活保護医療審査嘱託医報酬 528 消耗品費、印刷製本費 762 消耗品費、印刷製本費 762 消耗品費、印刷製本費 762
消耗品費、印刷製本費 635 通信運搬費、手数料 4,145 通信運搬費、手数料 4,145 通信運搬費、手数料 4,145
通信運搬費、手数料 3,654 レセプト点検業務委託料 726 レセプト点検業務委託料 726 レセプト点検業務委託料 726
レセプト点検業務委託料 527 生活保護システム保守委託料 1,107 生活保護システム保守委託料 1,107 生活保護システム保守委託料 1,107

実施内容 生活保護システム保守委託料 1,023 要介護認定調査委託料 9 要介護認定調査委託料 9 要介護認定調査委託料 9
要介護認定調査委託料 9 生活保護システム使用料 2,049 生活保護システム使用料 2,049 生活保護システム使用料 2,049

(8)施行事項
費　　用 レセプト管理システム使用料 524 レセプト管理システム使用料 528 レセプト管理システム使用料 528 レセプト管理システム使用料 528

生活保護システム使用料 1,366 ＊ 被保護者健康管理支援事業委託料 1,298 被保護者健康管理支援事業委託料 1,298 被保護者健康管理支援事業委託料 1,298
生活保護扶助費（９月補正　保護施設事 194 パートタイム会計年度任用職員 4,184 パートタイム会計年度任用職員 4,184 パートタイム会計年度任用職員 4,184
生活保護システム備品購入費（９月補正 1,232 （事務補佐員）報酬２人 （事務補佐員）報酬２人 （事務補佐員）報酬２人

予算(決算)額 合　　計 2,475,057 合　　計 2,675,217 合　　計 3,142,336 合　　計 3,475,566
国庫支出金 補助率 75 ％ 1,815,169 補助率 75 ％ 1,979,127 補助率 75 ％ 2,330,010 補助率 75 ％ 2,579,933
県支出金 補助率 0 ％ 21,755 補助率 25 ％ 20,175 補助率 25 ％ 20,755 補助率 25 ％ 20,755
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 638,133 675,915 791,571 874,878

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.59 1.59 1.59 1.59
正職員人件費 13,992 13,833 13,833 13,833

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,114 4,184 4,184 4,184
臨時職員賃金額 2,006 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,489,049 2,689,050 3,156,169 3,489,399
(11)単位費用

2,074.21千円／世帯 1,792.7千円／世帯
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

生活保護費を支給する目的は、憲法第２５条に規定する理念を具体化するため、生活に困窮する者に対して健康で文化的 ○①事前確認での想定どおり
な最低限度の生活を保障することであり、国民生活の最後のよりどころとしての役割を果たすことである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 経済の低迷等による経済的要因、また高齢化、核家族化、家族関係意識の希薄化などによる社会的要因に起因し、今後も ○要
   背景は？(事業の必要性) 生活保護被保護世帯数の増加が予想されるなか、その役割は益々重要なものとなっている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

また法定受託事務であるため、市に実施が義務付けられている。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,689,050 △200,001
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△8.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1401 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 生活困窮者への自立支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 生活保護費給付事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1.59 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,689,050 千円 (うち人件費 13,833 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 憲法第25条に規



法及び自殺総合対策大綱の趣旨を踏まえ、策定した我孫子市いのちを支え合う自殺対策計画（
施策目的・

(2)目的 もに、学習支援等の自立支援事業を効果的に実施していきます。 事業目的 平成31年度より5か年計画）に基づき、社会福祉課が事務局として、関係機関や庁内関係課と自殺防止事業
展開方向

の横断的な連携を図り、自殺者の減少を目指す。
（１）　自殺対策協議会を開催し、関係機関との連携と情報の共有化を行う。 （１）自殺対策協議会による計画の進行管理
（２）　自殺対策庁内連絡会議を通じ、地域の自殺の現状や自殺対策事業について情報の共有化を図る。 （２）自殺対策庁内連絡会議による横断的な関係部署との連携強化
　　　　また、自殺対策事業の進行管理や情報提供など調整を行う。 当該年度 （３）自殺対策に関する啓発活動
（３）　ゲートキーパー（命の門番）研修や相談窓口一覧等啓発用物品の作成・配布等、自殺予防に関する 執行計画 　　　・ゲートキーパー養成研修を実施する。

(3)事業内容 内　　容 　　　　啓発活動を行う。 　　　・啓発用印刷物を各種講演会で配布及び公共機関窓口等に設置する。
【政策】我孫子市いのちを支え合う自殺対策計画で掲げた、みんながゲートキーパーのまち「我孫子」を目 　　　
指すため、ゲートキーパー養成研修（希死念慮や自殺企図を抱えた方の心理状況や対処法等の自殺予防の知 ゲートキーパー研修会の開催回数 想定値 5当該年度
識を深める。講師は企業や団体でのカウンセラー等）を各分野で行い、早期の段階で異変に気づき、適切な 単位 回

活動結果指標 実績値行動ができる身近な支援者を増やし、かけがえのない命を支え合います。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ハイリスク者の身近な人や行政窓口全体で、ゲートキーパーの役割を果たせるように、啓発や研修会などを実施する。 直接 研修会等に参加して、自殺予防（対策）に関する知識を高めた人の割 ％ 0 95
合（％）

令和 3年度 ハイリスク者の身近な人や行政窓口全体で、ゲートキーパーの役割を果たせるように、啓発や研修会などを実施する。 直接 研修会等に参加して、自殺予防（対策）に関する知識を高めた人の割 ％ 100
合（％）

令和 4年度 我孫子市の自殺死亡率（人口10万人あたりの自殺者数）の減少 直接 自殺死亡率の16.8（2014年～2016年の平均）から14.3（2020年～2022 14.3
年）へ減少

自殺に至る原因・動機は様々で複合的な要因が存在するため、それぞれの要因に応じた関係各課で対処する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 市民・職員一人ひとりが「ゲートキーパー」としての力を発揮できるよう、自殺予防対策を自らの問題・業務として受け止める 代替案検討 ○有 ●無

意識を持つことが重要である。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

自殺対策計画の進行管理 自殺対策計画の進行管理 自殺対策計画の進行管理 自殺対策計画の進行管理
 自殺対策協議会委員報酬費 56  自殺対策協議会委員報酬費 56  自殺対策協議会委員報酬費 56  自殺対策協議会委員報酬費 56
 自殺対策協議会会議録作成費 37 会議等旅費 5 会議等旅費 5 会議等旅費 5
会議等旅費 5 啓発用パンレット等印刷製本費（補助対 161 啓発用パンレット等印刷製本費（補助対 161 啓発用パンレット等印刷製本費（補助対 161
啓発用パンレット等印刷製本費（補助対 254

＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】
＊ 【政策費】 ＊ ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成研修　講師謝礼（補助対 ＊ ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成研修　講師謝礼（補助対 ＊ ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成研修　講師謝礼（補助対

実施内容 ＊ ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成研修　講師謝礼（補助対 ＊ 50,000円×2回 100 ＊ 50,000円×2回 100 ＊ 50,000円×2回 100
＊ 50,000円×3回 150 職員研修２回 0 職員研修２回 0 職員研修２回 0

(8)施行事項
費　　用

 （政策費に係る歳入） （政策費に係る歳入 （政策費に係る歳入） （政策費に係る歳入）
千葉県地域自殺対策強化事業費補助金 千葉県地域自殺対策強化事業費補助金 千葉県地域自殺対策強化事業費補助金 千葉県地域自殺対策強化事業費補助金
150千円×（1/2）＝　75千円 150千円×（1/2）＝　75千円 150千円×（1/2）＝　75千円 150千円×（1/2）＝　75千円

予算(決算)額 合　　計 502 合　　計 322 合　　計 322 合　　計 322
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 201 補助率 50 ％ 155 補助率 50 ％ 155 補助率 50 ％ 155
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 301 167 167 167

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,740 1,740 1,740

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,262 2,062 2,062 2,062
(11)単位費用

1,131千円／回 412.4千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国の「自殺対策基本法」及び「自殺総合対策大綱」の趣旨を踏まえ、総合的な自殺対策を推進するために、市の既存事業 ○①事前確認での想定どおり
を最大限に活かし、生きることの包括的な支援（自殺対策）とする「我孫子市いのちを支え合う自殺対策計画～みんなが ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ゲートキーパーのまち「我孫子」を目指して～」を平成30年度に策定しました。計画では、自殺予防において家庭、地域 ○要
   背景は？(事業の必要性) 、学校、職場等、様々な場で、「いつもと違う」様子に気づき、必要に応じて専門機関等へつなぐ「ゲートキーパー」の ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

役割が重要とし、早期の段階で困っている人に気づく身近な支援者を増やし、様々な分野の人々や組織が密接に連携し、
かけがえのない命を支え合う取り組みを行うこととしています。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 医療関係者、民間相談事業所より委員の委嘱を行っている ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 95 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,062 200
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

8.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 4.61

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1645 課コード 0501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 自殺対策事業の進行管理 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・社会福祉課

個別事業 自殺対策事業の進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成21年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,062 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34004 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

経済的な手助けを必要とする市民の早期自立を促進するため、生活に関する相談支援体制の充実を図るとと 自殺対策基本


